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上記の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット
上の当社ウェブサイト（https://www.valuedesign.jp）に掲載することにより、株主の
皆様に提供しております。
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連結注記表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項
連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 ４社
連結子会社の名称 佰餾（上海）信息技木有限公司

VALUEDESIGN SINGAPORE PTE.LTD.
VALUEDESIGN（THAILAND）CO.,LTD.
VALUEDESIGN（MALAYSIA）SDN.BHD.

当連結会計年度より、新たに設立したVALUEDESIGN（MALAYSIA）SDN.BHD.を連結の範囲
に含めております。

２．連結子会社の事業年度等に関する事項
佰餾（上海）信息技術有限公司の決算日は12月31日であります。VALUEDESIGN
SINGAPORE PTE.L TD.、 VALUEDESIGN （THAILAND） CO.,LTD. 及 び VALUEDESIGN
（MALAYSIA）SDN.BHD.の決算日は３月31日であります。
連結計算書類の作成に当たっては連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用して
おります。

　
３．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品 先入先出法による原価法を採用しております。

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定）
仕掛品 個別法による原価法を採用しております。

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定）
（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 10～15年
工具、器具及び備品 ４～10年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法によっております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数と
し、残存価額を零とする定額法によっております。

（3）重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

（4）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
① 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益
として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場
により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産
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の部における為替換算調整勘定に含めております。
② 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（連結貸借対照表に関する注記）
１.有形固定資産の減価償却累計額 318,903千円
２.たな卸資産の内訳
　 商品 8,214千円
　 仕掛品 3,999千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 1,465,600株

２．当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権（権利行使期間の初日が到来して
いないものを除く。）の目的となる株式の数
普通株式 161,800株
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループにおける資金運用については、短期的な預金等に限定し、また、資金調達につい
ては、設備投資等長期に亘り影響を及ぼす資金支出については市場より直接資金調達を行い、短
期的な運転資金については銀行借入による資金調達を行う方針です。

（2）金融商品の内容及びリスク並びにリスク管理体制
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、取
引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、与信管理規程に基づき与信を管理することに
より、取引先の信用状況を把握する体制としております。
営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが、１年以内の支払期日であります。
長期借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達
を目的としたものであります。
未払法人税等は、法人税、住民税（都道府県民税及び市町村民税をいう。）及び事業税の未払
額であり、そのほぼ全てが２ヶ月以内に納付期限が到来するものであります。
また、営業債務は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に資
金繰計画を作成する等の方法により管理しております。

２．金融商品の時価等に関する事項
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額
（1）現金及び預金 586,854 586,854 ―
（2）売掛金 268,791 268,791 ―

貸倒引当金（※１） △2,912 △2,912 ―
265,878 265,878 ―

資産計 852,732 852,732 ―
（1）買掛金 66,284 66,284 ―
（2）未払金 97,309 97,309 ―
（3）未払法人税等 23,037 23,037 ―
（4）長期借入金（※２） 190,060 189,920 △139
（5）リース債務（※３） 55,828 55,838 10
負債計 432,519 432,390 △128
（※１）売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。
（※２）長期借入金は１年内返済予定の長期借入金を含めております。
（※３）リース債務は１年以内のリース債務を含めております。

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項
資 産
（1）現金及び預金、（2）売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額によっております。
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負 債
（1）買掛金、（2）未払金、（3）未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額によっております。

（4）長期借入金、（5）リース債務
これらのうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は
実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当
該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元利金の合計額を新規に同様の取引を
行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

　
（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 581円79銭
２．１株当たり当期純利益 22円83銭
３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益 21円48銭
　
（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。
関係会社出資金 移動平均法による原価法を採用しております。

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品 先入先出法による原価法を採用しております。

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方
法により算定）

仕掛品 個別法による原価法を採用しております。
（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方
法により算定）

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 10～15年
工具、器具及び備品 ４～10年

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法によっております。

（3）リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によっております。

（4）長期前払費用
　均等償却を採用しております。

3. 引当金の計上基準
貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。

（2）消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（貸借対照表に関する注記）
１.有形固定資産の減価償却累計額 318,492千円
２.たな卸資産の内訳
　 商品 5,569千円
　 仕掛品 3,950千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
　営業取引による取引高 17,606千円
　営業取引以外の取引高 1,315千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 32株

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
　貸倒引当金 21,730千円
　繰越欠損金 53,774千円
　減損損失 11,765千円
　関係会社出資金評価損 41,359千円
　その他 10,650千円
繰延税金資産小計 139,280千円
評価性引当額 △139,280千円
繰延税金資産合計 ―千円

― 6 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年08月24日 14時43分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



（関連当事者との取引に関する注記）
子会社及び関連会社等

（単位：千円）

種 類 会社等
の名称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社 佰餾（上海）
信息技木有限公司

所有直接
100.0％

役員の兼任
資金の援助等

資 金 の 貸 付
（注１） 9,799 関 係 会 社

長 期 貸 付 金 55,369

経 費 の 立 替 389
関 係 会 社
長期未収入金 12,406

利 息 の 受 取
（注１） 1,315

子会社
VALUEDESIGN
SINGAPORE
PTE.LTD.

所有直接
75.0% 役員の兼任

増 資 の 引 受
（注２） 24,219 関係会社株式 28,274

経 費 の 立 替 2,749 関 係 会 社
長期未収入金 12,084

子会社
VALUEDESIGN
（THAILAND）
CO.,LTD.

所有直接
75.0％ 役員の兼任

増 資 の 引 受
（注２） 20,820 関係会社株式 23,181

経 費 の 立 替 7,948 関 係 会 社
長期未収入金 19,969

子会社
VALUEDESIGN
（MALAYSIA）
SDN.BHD.

所有直接
75.0% 役員の兼任

増 資 の 引 受
（注２） 21,824 関係会社株式 21,824

経 費 の 立 替 5,320 関 係 会 社
長期未収入金 5,454

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１） 資金の貸付については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
（注２） 増資の引受は、子会社が行った増資を当社が引き受けたものであります。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 612円62銭
２．１株当たり当期純利益 61円16銭
３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益 57円55銭

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。
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